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税務情報 

国税庁 － 消費税法基本通達の一部改正等 

国税庁は 8 月 10 日、2023年 10 月 1日より適格請求書等保存方式（インボイ
ス制度）が開始されることを受け、消費税法基本通達で示されている事項を軽
減税率制度及びインボイス制度をふまえたものとするため、消費税法基本通達
の一部改正等を行いました。 

 消費税法基本通達の一部改正等について（法令解釈通達） 

今回の一部改正等により、以下の統合及び整備が行われています。なお、改正
後の消費税法基本通達の取扱いは、2023年 10月 1日から適用されます。 

【個別通達の統合】 

軽減税率制度及びインボイス制度並びに「総額表示」に関する以下の個別通達
が、一部表現の適正化等が行われたうえで消費税法基本通達に統合されました。 

 平成 16年 2月 19日付課消 1－8ほか 5課共同「事業者が消費者に対して価
格を表示する場合の取扱い及び課税標準額に対する消費税額の計算に関す
る経過措置の取扱いについて」（法令解釈通達） 

 平成 28年 4月 12日付課軽 2－1ほか 5課共同「消費税の軽減税率制度に関
する取扱通達の制定について」（法令解釈通達） 

 平成 30年 6月 6日付課軽 2－8ほか 5課共同「消費税の仕入税額控除制度
における適格請求書等保存方式に関する取扱通達の制定について」（法令解
釈通達） 

今回の統合に伴い、上記 3つの個別通達は 2023年 10月 1日に廃止されます。 

【インボイス Q&Aをふまえた既存の取扱いの整備】 

国税庁のウェブサイトには、インボイス制度についてわかりやすく解説する「消
費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関するQ&A」（以下、
インボイス Q&A）が掲載されていますが、上記の統合に併せ、これまでインボ
イス Q&A において示されていた内容をふまえた通達が新設されるとともに、
既存の通達が整備されました。 
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【2023年度税制改正に伴う整備】 

2023 年度税制改正で行われたインボイス制度の改正に関する取扱いを明確化
するため、5つの通達が新設されました。 

*** 

今回の一部改正通達は 6 月にパブリックコメントに付されたものですが、その
意見募集時に公表された「別紙 1 消費税法基本通達 改正対象通達一覧表」（PDF 

266KB）には、改正された通達の新通達番号、削除された通達、取り込まれた個
別通達とその通達番号、通達の標題及び改正の概要の一覧が掲載されています。 
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